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平成２３年（行コ）第２８７号 国籍確認等請求控訴事件 

控訴人  ［控訴人の項以下省略］ 

被控訴人  国 

 

準 備 書 面 １             

 

２０１２年１月１７日 

 

東京高等裁判所５民事部 X イ係  御中 

 

控訴人訴訟代理人 張  學 鍊          

 

 

被控訴人準備書面（１）についての反論 

 

１ 第２、１について 

 

 被控訴人は、控訴人の主張について、平和条約の解釈が違憲無効であるという

ものとして取り扱っているが、確かに、控訴人においては平和条約２条(a)項自

体が違憲無効であるとの立場は取っておらず、この条項に国籍変動の効果を読み

取った解釈が憲法に反する誤ったものであると主張し、あわせてこの解釈に立脚

した通達による国籍剥奪処分を無効であると主張していることは事実である。 

 しかしながら、あたかも「解釈」という行為に立法（条約締結）とは異なる独

立の処分性を認め、その無効を主張しているかのように曲解されては話にならな

い。そもそも控訴理由書には、解釈が無効であるなどという下りはない。 
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 当然のことながら、違憲な解釈を無効であると敢えて宣言することの訴訟上の

意味は乏しく、憲法その他の原理原則に照らして過った解釈であるならば、単に

誤りであると指摘し、正しい解釈を示せば済むことである。反対に、違憲な解釈

しかなしえないのであれば、無効を宣言するのはそれを規定した条約又は法令と

すべきであること、当然である。 

 したがって、被控訴人の主張は、ことさらに控訴人の主張を曲解・歪曲し、後

記のように議論を回避しているといわなければならない。 

 

２ 同２について 

 

 上記のとおり、控訴人としては、条約そのものに国籍変動が規定されていない

と考えているのであるから、条約の締結行為が加害行為になると主張するもので

はない。 

 

３ 第３、１について 

 

 被控訴人自身の反論自体趣旨不明であるので反論に苦慮するが、昭和３６年最

判の示した解釈は、もとより違憲確認の対象などではなく、それを求める実益が

ないのは上述したとおりである。 

 控訴人が主張しているのは、控訴理由書に記載したとおり、昭和３６年最判の

解釈（もとより、１９５２年の法務府民事局長通達の依拠した立場でもある）が、

法の解釈一般原則、憲法諸条項、条約の直接適用可能性、その他日本の法システ

ム上の当然のあり方、解釈内容の一般的合理性・妥当性に照らして誤りであると

いうことである。 

 したがって、被控訴人が反論を求められているのは、上記最判の解釈が控訴人



- 3 -

の指摘する論点について正当性・合理性があることの論証（主張・立証）であっ

て、準備書面（１）のように、「条約の解釈という後発的な行為によって（国籍

変動が）生じたものではない」などという詭弁を弄して露骨に議論・反論を回避

する態度は、厳しく指弾されてしかるべきである。 

 逆にいえば、昭和３６年最判の解釈は、上記の論点において全くその正当性・

合理性を見いだすことができないものであると被控訴人たる政府が自認したに等

しいということを指摘しておきたい。 

 

４ 同、２について 

 

 既に述べたように、昭和３６年最判の示した解釈は誤りであり、控訴人の主張

する立場（平和条約２条(a)項は、国籍については何ら規定していない）に立て

ば、控訴人の国籍に変動が生じたのはもっぱら上記通達によるものであるから、

本件通達の発出行為が国賠法上違法とされることに誤りはない。 

 いずれにせよ、被控訴人は平和条約の締結行為について云々している点で、全

く的外れの反論である。 

以上 


